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さらにインターネットの発達によって情報があ
ふれ，記者が現地に取材に行くまえにパソコン
を使ってデータ収集したり，夜回り取材をしなく
ても親しい取材先と携帯メールで情報のやりとり
をしたりすることも日常化していると仄

そくぶん

聞する。
こうした現状の下，現場の記者，カメラマン

に対して「取材現場で何が起きているのか」を
調査することによって，報道現場に携わる者が，
共通の現状認識を持つとともに，不祥事等によ
る“負”の部分を乗り越えて，本来メディアが持
つ，あるいは期待されている「権力の監視」「社
会正義の追求」そして「文化の発展」に寄与す
るという“正”の部分を再認識し，体勢を立て
直していく必要があると考える。

調査対象は，NHKで取材現場を持っている
（海外，スポーツなどの特別な取材対象を抱え
ている部署と局内のデスクワークのみは除外し
た）記者，カメラマンに絞った。 

2007年4月入局の22歳の新人から報道室で
活躍している74歳の記者まで幅広く，赤裸 な々
実態報告に，「ここまできているのか」と驚かさ
れるものが少なくない。

生の声を多数紹介しながら，ともに21世紀
のニュース取材のあり方を探っていきたい。 

 はじめに
2005年4月に個人情報保護法が施行されて

以来，現場の記者やカメラマンから「取材が難
しくなった」「情報を隠す役所が増えた」「医療
機関では災害の被害者の名前どころかけが人が
搬送されてきたかどうかさえも明らかにしない」
などの声を多く聞くようになった。とくに捜査当
局による匿名発表や事件，事故をすぐに広報し
ないケースが想像以上に増えているという。

また活字メディアと違って映像主体の放送の
場合，撮影拒否などによってせっかく現場に駆
けつけながら映像化できないばかりか官公庁，
病院，児童相談所，学校，保育園，民間企業
に至るまで「取材させない」状況が広がりつつ
あるとの報告もある。

その一方で，報道をめぐってのクレームや批判，
冷ややかで厳しい反応も増えている。そこには，
報道機関そのものへの信頼が揺らぎ，そのこと
が取材を困難にさせているのではないかと疑わ
せる事例も散見される。マスコミ全体を見ても記
者が様 な々刑事事件を引き起こしたり，はたまた
盗用記事を掲載したりするなど報道の信頼を根
底から揺るがす事態が続発している。

取材現場で何が起きているのか〈上〉
～ 2007年  NHK記者，カメラマンアンケート調査結果から～

             メディア研究部　富樫　豊 ／ 小俣一平　

 はじめに
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調査概要

2007年8月9日から9月15日の間，全国の
取材現場を持っている（つまり実際に現場に出
て取材活動をしている）NHK記者，カメラマ
ン1,123人に対して職場を通じてアンケート用紙
を配付・回収し，60.6%にあたる681人（記者
385人，カメラマン260人，職種不明36人）か
ら回答を得た。質問文と単純集計結果は本文
末（P26～P28）に掲載している。

 I 広がる報道機関への信頼低下
アンケートの問1「取材をめぐる現状の変化」

について，その多い順から見てみると，
① 個人情報が取材しにくくなった 75%
② プライバシーや肖像権などの
  人権意識の高まり 71%
③ 報道機関への社会の目が厳しくなった 65%

が主な3点だが，③の「社会の目が厳しくなった」
の背景には，②の「人権意識の高まり」や①「個
人情報」を守る社会の変化があり，①②③は密
接に関連する現象と見ることができよう。③と答え
た人の割合を職種別にみると，記者では65%，カ
メラマンでは66%で，ほとんど差がない。では③
と答えた人に対し，「具体的にどのようなときに社会
の目の厳しさを感じるか」を自由回答でたずねた。
回答は大きく次の4つに大別される（図1・2参照）。
① マスコミ不信
② マスコミ批判・クレーム
③ 取材拒否・非協力
④ 厳しくかつ冷ややかな反応
これらも明確に判別できるものばかりではない

が，相互に関連があると推察される。視聴者の
根底には，「マスコミの不祥事によってもたらされ
た不信」があって，そこからマスコミ批判やクレー

ム，さらには取材拒否や非協力となり，そうした
風潮がマスコミへの厳しい反応となっている。

記者とカメラマンの職業領域の違いもあるが，
いずれもトップは圧倒的に「マスコミ不信」であ
る。記者の51%，カメラマンの34%がそのよう
な回答であった。

　

この「マスコミ不信」をあげた記者・カメラマ
ンの合計の55%近くが「不祥事」をあげていて，
しかもこのうち記者の場合は60%近くが，カメラ

図1　具体的にどのようなときに　　　
　　　　社会の目の厳しさを感じるか（記者）

マスコミ不信
（51％）

批判・クレーム
（22％）

厳しい反応
（9％）

その他
（7％）

取材拒否・
非協力
（12％）

100％=
記者233人

自由回答の分類による

図 2　具体的にどのようなときに　　　　  　
　　　　社会の目の厳しさを感じるか（カメラマン）

マスコミ不信
（34％）

批判・クレーム
（27％）

厳しい反応
（12％）

その他
（1％）

取材拒否・
非協力
（25％）

100％=
カメラマン
155人

自由回答の分類による

 I 広がる報道機関への信頼低下
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マンの場合は70%近くが，「NHKの不祥事」と
限定的に明記している。では現場では「マスコミ
不信」としてどういう事態が起きているのか。

（1）痛烈なNHK批判
「NHKの相次ぐ不祥事に対して，事件取材で

地どり（聞き込み取材）をしていると一般の人か
ら取材拒否にあう」（中部・20代記者），「不祥事
でNHKに対する姿勢は厳しく，『NHKにそんな
ことが言えるのか』と言い返された」（北海道・40
代記者），「不祥事取材をしていて『ウチを取材す
る前にお宅を正せ』と言われた」（東京・30代記
者），中には「子どもにまで『火をつけたNHKが
来た』と批判的に見られることがあり，大人は無
論のこと」（中国・50代カメラマン），「悪いことば
かりする会社だよね」（中部・30代カメラマン）と
取材相手から名指しされるケースもある。

こうした言葉による直接の非難ばかりか，「不
祥事取材がしにくく，街頭インタビューが厳しく
なった」（首都圏・30代カメラマン），「NHKだ
からと以前のように便宜を図ってもらえる雰囲
気がなくなった」（中部・40代カメラマン，東北・
30代記者）と取材に影響が出ている。

また「かつては，花火大会や祭りなどの催し
物でも報道席が設けられたが，今では『NHK
だからといって特別だと思うなよ』といわれる」

（中部50代記者，他）のように，これまでの
NHK贔

び い き

屓をも失っている。
その結果，「NHK不祥事以降，自分たちが

プレッシャーを感じてしまう」（首都圏・40代記
者）と取材が萎縮しがちになるケースも見受け
られるうえ，「視聴者はまだこの怒りを払拭して
いない」（東京・30代記者）や「いまだに言われ
る」（近畿・20代記者，九州・30代カメラマン）
と多くの人が回答している。

（2）マスコミ全体への不信
こうした不信は，NHKだけに限ったものでは

なく，マスコミ全体への批判となって現れている。
「報道人だからといって倫理意識が高いとは

思われていない」（九州・40代記者），「取材す
る側の品位を見透かされている」（勤務地不明・
30代記者），「メディアへの信頼度が入局当時
に比べて格段に低下している」（九州・40代カメ
ラマン），「不祥事を起こす報道機関に公正な
報道が期待できないと取材現場で聞かされる」

（近畿・30代記者）。
世の中のマスコミ界に対する不信感が積もり

積もって，不祥事をきっかけに一気に噴出し，
信頼を失わさせる結果となった。

かつて共同通信記者だったジャーナリストの
原寿雄氏は次のように指摘している。
〈ジャーナリズムの世界もまた，職業上の倫理

がなければおかしい。ところが日本では大部分
が企業ジャーナリストであり，欧米のように職業
人としての独立人格が確立していない。そのた
めジャーナリスト一人一人の職業意識が弱い〉1）

その個人の崩壊が組織総体の信用失墜につ
ながった先例は，3年前のNHKを思い返せば，
説明するまでもないであろう。

（3）厳しい反応・批判・クレーム
不信は，取材の際の「反応」，「批判・クレー

ム」という形で如実に現れている。
「取材の際に記者証などの提示を求められる」

（首都圏・50代記者），「腕章など社名の明示を
徹底するよう言われる」（中部・30代カメラマン），

「どこの社か，何の取材か，許可はとっている
のかと聞かれることが多くなった」（九州・30代
カメラマン，首都圏・30代記者他多数）と社名
や立場を厳しく質される。しかも，「取材行為
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そのものの妥当性を厳しく問われるようになっ
た」（東京・30代記者）ばかりか「インタビュー
をどういう流れの中で使うのか文書で求められ
た」（北海道・20代記者）ように，「取材に対す
る警戒心が強く，事前説明やコンセンサスが必
要になった」（別の北海道・20代記者）。
「天気の取材でも，『（私が）写っているので

は…』と聞いてくる人が増えた」（東北・20代カ
メラマン），「地方では，これまであまりなかった

『何を取材するのか，どう放送するのか』とよく
聞かれるようになった」（東北・40代カメラマン）
ように，「映像取材で，先方の了解を取るのに
時間や労力を要する」（東京・20代，九州・30
代記者）など取材先のマスコミに対する反応の
変化が歴然としてきた。
「大事件の際，中継車などで付近住民から抗

議を受ける頻度が増えた」（九州・20代記者），
「台風，災害，地震の現場取材で地元住民の
対応が，日が経つほど厳しくなった」（四国・50
代カメラマン）の指摘のように，かつて差し入れ
までもらって信頼されてきた報道は，いまや不
信の坩

る

堝
つぼ

と化している。それは，次のような言
動から窺い知ることができる。
「勝手に都合のいいように編集するんでしょう

といわれることが多くなった」（東北・20代記者），
「マスコミは，はじめからストーリーを作って取
材し，記事にしている。信用できない」（東京・
30代記者），「マスコミは熱しやすく，冷めやす
い」（東京・30代記者）。

こうした反応がさらに進むと，徹底した批判
が待ち受けている。不祥事とも関連するが，「経
済事件や犯罪者の取材中，『あんたら人のこと，
とやかく言えるのん?』と批判される」（近畿・
30代記者），中には，「NHKは自分の組織が
傷つかないことを基準にして，危ないネタは放

送しない」（首都圏・30代記者）とまで言われる。
ともすれば「マスコミの権威」の上にあぐら

をかいてきたこれまでの付けが回ってきたとも
言えなくもない。マスコミに厳しい現状が待ち
構えている時代を直視し，さらに謙虚な取材
姿勢が求められる。

前出の原氏は，〈TBS事件 2）のとき，あるキー
局幹部は，「放送局内の常識は世間の非常識，
というくらい考えて改めたい」と真剣に反省して
いた〉例を紹介したあと，〈「取材対象者には誠
実に接する」「約束したことは守る」など，すべ
て普通の社会人としての常識である。おそらく
ジャーナリスト倫理をめぐって起きる問題の大
半は，社会の良識で解決できるだろう〉3）とも述
べているが，傾聴に値しよう。

（4）取材拒否，非協力
しかし反応が冷ややかだったり，厳しかった

りするだけでなく不信感が高じた結果，実際の
取材活動に支障をきたす事例が見られる。特
に瞬発力が問われる映像取材の場合は，現場
で押し問答している間に撮影チャンスを逃して
しまうこともある。
「取材でカメラが集まっていると『邪魔だ!』

と追い払われる」（九州・20代，中部・30代カ
メラマン），「小学校で1年間に2回取材撮影拒
否にあった」（東北・50代カメラマン）ほか，驚
くべきことに，「一般人は入れても，マスコミは
規制される」（東北・40代カメラマン），「住民主
催の説明会から追い出された」（地域不明・30
代記者）というケースまであった。
「街頭インタビューや選挙の電話調査でも，

拒否されるケースが圧倒的に増えた」（東京・30
代記者），「どうせ興味本位でしょうと取材に応
じてもらえない」（東北・20代記者）と取材拒否
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や非協力の前に悪戦苦闘している記者・カメラ
マンたちの姿が目に浮かぶ。

特にカメラマンに多かったのが，「肖像権を盾
に撮影拒否」（首都圏・30代カメラマン他多数）
は言うに及ばず，「現場の再現撮影中，『やら
せだ』とクレームがあったり，撮影に協力して
もらえなかったりすることが増えた」（広島，東
北・20代，九州，四国・30代，中部・40代カ
メラマン他）と一連の“やらせ番組”の影響が
ハッキリ出ていることをうかがわせる。

つまり社会の目が厳しくなった背景には，「人
権意識」「個人意識」の高まりと軌を一にして
発生したマスコミ界の不祥事で，「信頼の崩
壊」や「権威の失墜」に拍車がかかり，マスコ
ミの持つ他を批判，糾弾する“欺

ぎ ま ん

瞞性”と「自
分のことは棚に上げて他を取材する」といった

“自
じかどうちゃく

家撞着”的な側面を多くの人が意識するよう
になってきたからに他ならない。いまや倫理や
正義が求められるのはマスコミ自身であり，信
頼できない報道機関に協力することがためらわ
れる現実が自然と作り出されたとも見て取れる。

社会の厳しい目の中で，特に記しておきたいの
は，「報道機関は，特権階級だろうと言われる」

（首都圏・20代記者，首都圏・40代記者）とい
う指摘や，その具体的事由にタクシー，ハイヤー
の使用に対する視聴者（読者）の反応があった。
正当な取材活動をしていてもマスコミ，とりわけ
NHKの場合は，「タクシーの使用に冷たい目」

（四国・近畿20代，東京・30代記者，四国・20
代カメラマン）が列記されている。いくら取材の
正当性と足の必要性を説いても，10年前とは比
較にならないほど厳しい状況の中では，「理解し
て欲しい」といっても難しく，それを回避する方
法を工夫するしかない。ただこうした厳しい目が
光っていることは，自覚しておく必要がある。

それにしても，この章の回答を読むにつけ，
マスコミは，その中で生活している人間が想像
する以上に，視聴者や読者から「信頼されてい
ない」どころか，むしろ「嫌われている」のでは
という懸念を抱かざるを得ない。

マスコミの今日的状況を，カナダ・ブリティッ
シュ・コロンビア大学の松井茂記教授は，〈マス・
メディアが四面楚歌状態だ〉とした上で，〈いま
や多くの国民にとって，マス・メディアは傍若無
人に振る舞い，被害者の犠牲の上にお金を稼ぐ

『金の亡者』なのである〉4）とまで批判している。
 

 II 取材・放送の自由の制約・規制
さてこれまで見てきたように，「マスコミ不信」

からくる取材の難しさに加えて，驚くほど急激
に，かつ幅広く，高いうねりを持って「取材・
報道の自由が制約・規制」されている実態が明
らかになった。

問3の「取材や報道の自由が制約されている
と感じることがあるか」という質問に対し，ある

（「よくある」+「ときどきある」）と答えた人は，
72%にのぼり，ない（「ほとんどない」+「まっ
たくない」）の26%を大きく上回った。職種別に
は，記者の73%，カメラマンの69%が「ある」
と回答している。

では，どういったときに「制約されている」と
感じたのだろうか。「ある」と答えた人に対し，

「具体的にどのようなときに感じたか」を自由回
答でたずねた。

それらの自由回答の分類からは報道する以
前に「取材の自由」そのものが激しくおびやか
されていることがうかがえる。
「制約を感じたことがある」と回答した人の

95%以上が「取材の制約」「理不尽な報道規制」

 II 取材・放送の自由の制約・規制
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を上げている。さらに「個人情報・プライバシー
に関すること，肖像権の問題」などといった理
由で取材拒否されると答えた人は，記者117人，
カメラマン27人，職種不明10人の計154人で
記述回答者の30%以上を占めた。またこの他，
様 な々理由により取材対象から規制を受けたと
答えた人は，記者134人，カメラマン130人，
職種不明12人の計276人で，自由記述回答者
の60%以上に上った。

（1）警察・官庁などの情報コントロール
民主主義の根幹である「報道の自由」の大

本となる「取材の自由」を「制約・規制」する実
例を紹介する前に，回答者の多くが使っている

「規制」と「制約」という表現について若干の説
明をしておく。規制は「法律や規則に則って制
限する」のに対して，制約は「条件をつけて（取
材活動を）制限」するものだが，根拠が漠然と
しているだけに始末が悪い。しかも「条件をつ
ける」どころか，根拠なく一方的に「規制」して
いるのが実態で，回答者も「制約」を「規制」
と表現しているケースが非常に多い。ほとんど
といっていいくらいで，それは「制約」どころか
完全に「規制」されていると取材する側が受け
止めるほど厳しいものだからだと推測される。
その点を考慮して回答を読んでほしい。

まず取材の「制約・規制」は，①匿名発表，
情報隠し，②会議や催し物での頭撮り（最初の
数分間撮影，取材に制限），③理由のない制約
に大別できる。その実態は，あまりにも多岐にわ
たっているが，とにかく警察・司法，行政をはじ
め公的機関である病院，学校では，「取材させな
い」ことを前提に“報道制約・規制シフト”を講じ
ているとしか思えないほどだ。では，どういったと
きに「制約・規制されている」と感じたのだろうか。

記者もカメラマンも多くは一様にこう記している。
「警察の現場捜査の異常な，必要以上の規

制」（首都圏・20代記者，北海道・30代カメ
ラマン）に代表されるが，これを具体的事例で
見ていくと，「警察による匿名発表や重傷者以
下は名前を発表しないなど当局による勝手な
規制」（九州・20代記者），「警察のプレス対応
が，広報担当者の意思で恣意的に行われてい
る」（首都圏・20代記者），「警察取材で，部屋
の前まで行くのに許可が要る」（北海道・20代
記者），「本来現場保存が目的のはずの『規制ラ
イン』が，現場が見えないほど離れた位置に敷
かれる」（首都圏・20代記者），「捜査妨害にも
ならないようなことでも，警察は公表しない」（近
畿・20代記者）。

さらに次のような発言をする警察官もいる。
「なぜ発表しないのかと問い質すと『マスコミだ
と思ってなんでも知れると思うな』と応じる。情
報を出すことを過度に渋る」（北海道・20代記者）

実際に事件現場を持つことが多い20代の若
手記者・カメラマンの暗澹たる気持ちが伝わっ
てくる。

警察の「匿名発表」には，こうしたからくり
があると指摘した例もある。
「事件の被害者の希望として，匿名にすること

がよくあるが，実際は警察がマスコミ対策として
被害者に，そう勧めている」（中国・30代記者）。
「警察が，『当直主任が不在』という理由で，

発生ものを長時間対応しない」（九州・30代記
者）と疑心暗鬼に陥らざるを得ないのもよくわ
かる。

撮影するカメラマンの苦労も並大抵ではな
い。「事故車両を警察がすぐにビニールシートで
覆ってしまうようになった」（首都圏・50代カメラ
マン），「地元警察の判断で数百メートルに渡っ
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て道路が封鎖される」（東北・30代カメラマン），
「規制ラインが張られていないのに，野次馬は
規制せずマスコミだけ下がらせる」（近畿・20代
カメラマン），「警察署内にカメラを持ってはいる
ことすら許されない場合がある」（東北・40代カ
メラマン）。

このような警察の「取材規制」と同調するか
のごとく行政も公的機関もそして学校も「制約
や規制」を繰り返している。

まず記者，カメラマン双方から指摘が多かっ
たのが会議の「頭撮り」である。
「政府の審議会などは，記者は最後まで傍聴

が可能でも，カメラ撮影は『頭撮り』が原則だ
が，その合理的説明がない」（勤務地不明・30
代記者），「以前より乱用されている。原則は公
開であり，『頭撮り』は例外的な措置であるべき
だが，記者側も慣れっこになってきて，感覚が
麻痺している」（東京・40代記者），「たいした
理由もなく『頭撮り』を要求され，さらに『この
カットは使わないで』まで言われる」（東北・30
代カメラマン）。

特にカメラマンの場合，気になったのは，「公
道」での取材制約である。
「公道から撮影していても，対象の建物の人

間が『許可が必要だ』というようになった。特
定のものでない場合でも，『撮らないで欲しい』
といわれる」（首都圏，東京・30代カメラマン）。

また公的機関の取材規制には，次のような
事例がある。
「郵便局で広範囲を撮影しようとしたところ，

『画面内に入る客すべての許可を得てくれ。は
がきや郵便物自体の撮影はしないでくれ』とい
われた」（四国・30代カメラマン）。

学校も「児童の顔を撮らないで」（東京・30代
カメラマン，首都圏・20代カメラマン）に代表さ

れる制約が多くなった。
「始業式や終業式で保護者の許可がないと取

材そのものができない」（中国・40代記者），「保
護者の了解を事前に得なければならず，得られ
ない児童生徒は映像に入らないように配慮」（近
畿・30代記者），「小学校の移動動物園ですら
子どもの顔を撮影させない」（勤務地域・年代
不明・記者）などなど。

さらに「学校での自殺，殺人事件で教育委
員会が基本的に取材させない方向で規制」（東
北・40代記者）しているという。

このほか，「航空機事故で事故を起こした会
社に取材に行っても，中に入れてもらえなかっ
た」（東京・30代記者），「原子力取材で情報
が公開されない」（東北・30代記者），「社会保
険庁で，職員の顔を撮らないように言われた」

（勤務地不明・40代カメラマン），「JRや電力
会社で取材を規制」（北海道・40代カメラマン）
などの例は，「情報をブロックしようとしている」

（中国・30代カメラマン）ことを物語っている。
それは災害取材現場でも起きている。

「平成18年7月豪雨取材で，一般市民の立ち
入り禁止が解除されたあとも，報道は排除され
た」（中国・20代カメラマン）。

そして多くの記者やカメラマンはこう感じている。
「理由不明な規制や解禁ものが増えている。

取材窓口以外から取材させない傾向がある」
（東京・30代記者），「特に理由もなく，公的な
会議を非公開にしたり，会見にカメラを入れさ
せなかったり」（北海道・40代カメラマン）。そし
て驚くべきことに，「役所も企業も事前に広報に
相談して取材するような決まりができつつある」

（九州・20代記者）という回答には，役所や企
業が気に入らない事案は，取材そのものができ
なくなってしまうのではないか。
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「制約や規制」をめぐっては，もっと気になる
ことが起きている。「取材者に何の確認もなく，
視聴者対応部署からクレームがあったというだ
けで，再放送予定が中止された」（首都圏・年
代不明記者），「訴えられたらどうする，BRCに
持ち込まれたらどうするとバランスのとり方を気
にするあまり，突っ込んだ放送が出来ないとき
がある」（首都圏・30代記者），「差別問題や人
権問題など賛否があるものを取り上げない」（東
京・30代カメラマン）などデスクサイドの対応に
ついても指摘があった。

（2）個人情報保護を盾に制約・規制
「取材・報道の制約・規制」の理由として，「役

所だけに限らず，様 な々団体や個人が個人情報
保護を盾に取材に応じないケースが増えている」

（近畿・30代記者），「個人情報保護を理由に
取材の連絡先の電話番号すら教えない」（中部・
30代カメラマン）など，しばしば引き合いに出
されるのが，「個人情報保護法」である。

本来この法律は，個人情報の不正使用や流
出防止が目的であって，マスコミに個人情報を
開示することを禁じてはいない。しかし警察を
はじめ行政や病院・学校などは，自分たちが
保有する個人情報をマスコミに提供すると，“目
的外使用”になるのではとの不安からそうした
リスクを背負うより，情報を明らかにしない方
がトラブルを回避できると考えているように推
測される。その結果，「情報非開示」や「匿名
化」に拍車がかかったと言ってよい。

問7の「個人情報の取材が難しくなったと感
じますか」の質問でも，なった（「難しくなった」
+「やや難しくなった」）と答えた人が83%にの
ぼる。問7で「厳しくなった」と回答した人に対
して複数回答で聞いた「その取材先（問8）」と

しては，①医療機関（該当者の73%），②行
政機関（同71%），③学校など教育機関（同
69%），④警察・検察・裁判所（同58%）が多く，
まさに問4「取材制約・規制」の「自由回答」の
内容と重なり合う。そこで，自由回答で聞いた
問9の「個人情報の取材を拒否されたり難航し
たりした事例」と合わせて紹介したい。

取材先として上げられた多い順から具体的に
見ていこう。

【医療機関】

「けが人などの問い合わせには応じてくれない」
（首都圏・20代記者，北海道・20代カメラマン）
が代表的な回答だが，「地震直後のけが人の搬
送人数すらいえないと対応された」（東北・40代
記者），「氏名はおろか年齢，性別，意識の有
無まで取材できない」（首都圏・20代記者）。

さらにひどいケースになると，「交通事故で，
けがの程度はおろか被害者がいるのかどうか
すら答えてもらえない」（東京・30代記者），「熱
中症や災害負傷者の状況確認すらできない」

（近畿・20代記者），「熱中症で89歳の女性が
搬送されたという情報で取材したら，『89歳と
いうだけで誰か分かってしまう』との理由で，
搬送されたかどうかも知らされなかった」（東
北・20代記者）。こうなると熱中症に注意する
ように呼びかけても現実味のない“広報的な”
ニュース内容にならざるをえない。
「病院取材で相手が一切情報を出さないの

で，取材に出るか出ないか判断がつかず撮影
を待たされる」（首都圏・30代カメラマン），「病
院取材で，受付やフロアーのイメージ映像すら
撮らせてもらえない」（九州・30代カメラマン）
と現場の切

せ っ し

歯扼
やくわん

腕が伝わってくる。
とうとうここまで来ているのかという例として
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は，「事故で意識不明のまま病院に搬送された
が，警察にまで名前を明かさなくなった」（四国・
20代記者，北海道・20代記者，首都圏・30代
記者他）ケースがある。

こうした事態に，指をくわえて見ているだけ
でないのは当然だが，「院内感染で死亡した患
者の情報を出さないため，抗議して○歳代・男
性というところまで出させた」（東京・30代記者）
という程度にとどまっている。

ただ取材が大変なことはわかるが，「著名人
の死亡でも，裏が取れなくなった」（東京・30
代記者），「国・公立病院の幹部の住所録が作
られなくなり，連絡先を聞き出すことが難しく
なった」（勤務地，年代不明・記者）という回答
には，いささか心もとない感じがしてしまう。

さて病院では何を根拠に「取材制約・規制」
をしているのであろうか。厚生労働省の見解は
こうだ。
「ガイドラインを作成し，個人データを第三者

に提供する場合は，原則として本人の同意を得
ることを求めている。ただし，身元不明患者が
意識不明で多数搬送されてきたような場合は，
報道機関に対し本人の同意無しに情報を提供
することが可能。具体的対応は個々の事例に
応じて，医療機関が判断する必要がある」とし
ている。

【行政機関】

2番目に「取材が難しい」とされた行政の場
合もなぜ? と思わせるものが多い。
「県が食中毒などの発生した市町村名も，患

者の年齢が何十歳代かも明らかにせず，死亡
事例すら拒否した」（四国・30代記者），「都庁
で食中毒のでた学校名が発表されない」（東京・
30代記者），「毒キノコを食べて2人が死亡した

際，県はその市町村名すら出さなかった」（中部・
30代記者），「O-157発生時，県が保育園の名
前を非公開にした」（中部・30代記者）などはそ
の典型だ。

この他，「年金不服申し立てをした人の居住
市町村や年齢すら明かそうとしない」（中国・30
代記者），「市主催のイベントでも，参加者の連
絡先を教えてもらえない」（近畿・30代カメラマ
ン），「漁船が拿捕された際，乗組員の名前を
外務省や網元が出さなかった」（中部・40代記
者）と事例に事欠かない。

さらに，「中国製健康食品の被害について，
行政側が年齢や性別までも『個人情報だ』と
して発表せず，日本オーチスやシンドラー製の
エレベーター設置場所や企業名を『個人に類
する情報だ』として公表しなかった」（北海道・
30代記者），「匿名発表の長寿番付ですでに
死亡している人を掲載していた」（東北・30代
記者）とニュースに弊害や支障が出ているケー
スばかりだ。

身内の話になるとガードはさらに固くなる。
「県職員の不祥事で，所属の部・課も教えて

もらえない」（近畿・40代カメラマン）， 「公務員の
不祥事など社会的関心が高い事案についても
個人情報を理由に当事者の所属機関名，年齢
すら特定させない」（中部・20代遊軍記者，東京・
30代記者，九州・40代カメラマン）事態が全国
各地で起きているが，このようなことが常識とし
て通用するのかと思わせるものに，「県職員が殺
人事件を起こした際，県の記者会見で，『個人
情報』を盾に実名を公表しなかった」（中部・20
代カメラマン）など枚挙にいとまがない。

東京・40代の記者が指摘するように，「警察，
行政の不祥事などで，個人情報保護を理由に
情報非公開が増え，報道するか，しないかのイ
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ニシアティブを取材相手に握られてい」て，常
態化するおそれがある。

こんなことまでもという点では，「地方選挙の
立候補者説明会の出席者名簿ですら非開示」

（首都圏・30代記者），「立候補予定者の連絡
先を教えない」（九州・30代記者）にも啞然とし
てしまう。その結果「過度に情報提供を拒否す
るため，原稿の内容がボケてしまう」（首都圏・
20代事件記者）といった憂

ゆうりょ

慮は，取材者なら
ば皆抱くであろう。

中には，「報道よりも個人情報が優先され，
取材先が一元化される風潮がある。現場取材
が制約される」（東京・30代記者），「情報公開
の請求をしないと把握できないことが多く，請
求した場合でも内容について『個人情報保護』
を名目に公開されないことが多い」（首都圏・20
代記者）。その挙句，「個人情報保護を理由に
取材中止を求める自治体，企業や取材に応じな
いことが当然の権利と考える人が増えた」（首都
圏・30代カメラマン）となっている。

猫も杓子も「個人情報保護」を持ち出して取
材を拒むが，個人にそれは出来ても，公人につ
いては，それは許されない行為だ。

総務省では，「自治体に総務省から方針・指
示は出していない」としている。

【学校などの教育機関】

学習塾や小・中・高，はては大学までガード
が固い。「学習塾での子どもの撮影」（九州・20
代カメラマン），「小学校の行事を例年取材して
きたが，2006年から個人情報保護を理由に子
どもの顔を判別できる撮影はダメになった」（東
京・30代カメラマン）と顔を撮影することが難し
くなっている。
「中学，高校でのいじめ自殺で，被害者のプ

ライバシーを理由に取材に応じてくれない」（首
都圏・20代カメラマン）ことも顕在化している。

さらに「セクハラで懲戒処分を受けた教員の
勤務校について『被害生徒が特定されるおそれ
がある』として県教委が校名を発表せず」（中
国・40代記者）や「事件で逮捕された容疑者
の通う大学に学部の確認をした際，通っている
かどうかも答えてくれなかった」（東京・40代記
者），「国立大学教授の不祥事で，過剰と思え
る個人情報保護」（東京・30代記者）のように，
処分されていても対応しない。

しかも「専門家の意見を聞きたいと大学に先
生の連絡先を聞いたがすぐには教えてくれなく
なった」（東北・30代カメラマン）となると言葉
が出ない。たしかに同窓会名簿やクラス名簿で
も住所や電話番号が記載されなくなった。さら
に「展覧会場で，美術作品を見ている場面を撮
影する際にも，『本人が特定できる際は了解を
得て下さい』と学芸員に注意される」（近畿・20
代カメラマン）ようになると見学者が多い美術
館では何をどう撮影すればいいのだろうか。

文部科学省の見解はこうだ。
「個人情報保護法の規定を受けて，平成16

年11月に策定した指針の中で，各学校が持つ
子どもの個人情報について，原則として，本人
の同意が得られたもの以外は第三者に提供し
ない。各学校はこの方針に基づき，個人情報
の保護に努めるよう求めている」とある。

原則論の拡大解釈というより勝手ともいえる
解釈がまかり通ってはいないだろうか。

【警察・消防】

すでに「制約・規制」で散々取り上げた警察
や消防の場合だが，明確に「個人情報保護」
を理由にしたケースとしては，「海水浴で溺れて
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意識不明の少年の名前や住所を『死亡していな
いから』と警察が一切公表しなかった」（首都
圏・20代記者），「交通事故で重傷の園児の名
前や家族の名前も『死亡していない』と明らか
にしなかった」（東北・30代記者）。

こんなことも「個人情報」が理由になるのか
と首をかしげるケースとして，「多額の現金の落
し物が見つかったが，発見場所を警察が明らか
にしなかった」（首都圏・20代記者），「覚せい
剤で逮捕された21歳の男性の職業が高校生と
あったのに，個人情報だといってそれ以上公表
しなかった。高校生のままでは視聴者が疑問
をもつので，市内の高校を取材して定時制の4
年生とわかった」（東北・20代記者）。
「取材制約・規制」でも似た事例が出てきた

が，「警察が『被害者が止めてくれといっている』
と言っておきながら，実は被害者本人に確認も
取っておらず取材拒否の口実に使われた」（近
畿・20代記者）とこちらも窓口になった人間の
さじ加減一つという感が否めない。

こうした背景には，犯罪被害者等基本法の
施行に伴って策定された基本計画で，事件や
事故の被害者を実名・匿名のどちらで発表する
かを警察が個々のケースで判断するようになっ
たことが 5），影響していると思える。

警察庁では，「収集・保有する個人情報を公
表するに際しては，公表によるプライバシーの
侵害，公表によって得られる公益性等，様 な々
要因を勘案して判断，決定する。個人情報保
護法成立にかかわらず従来から一貫している」
と述べている。

あわせて法務省の見解も示しておく。
「刑事訴訟法47条に則り，原則として非公開

ですが，どこまで公開するかは各検察庁が個
別事案ごとに公益性を考慮して判断。検察庁

職員の不祥事については，人事院の公表基準
を目安にしている。また刑務所など矯正施設関
係では，被収容者のプライバシー保護を大前
提，最優先している」。

一方，消防もここまできているのかと絶句す
るケースが相次いでいる。
「火災現場を教えてくれない」（九州・20代記

者，中国・30代記者），「火事の際，消防が通
報内容を出し渋る。プライバシー保護を履き違
えた当局の対応」（九州・40代遊軍記者）と同
様の事態が全国各地で起きているが，「住宅
火災で焼失面積を個人情報だからと教えない」

（東京・40代記者）に至っては何をかいわんや
であろう。

総務省消防庁では，平成17年3月に各自治
体消防に「適切な報道対応体制」として報道の
あり方を通知した。それによると，「①社会か
ら関心の高い事案について事実を早急に取りま
とめ正確迅速に発表すること，②報道からの
取材に対して対応窓口を明確にする，③報道
発表に際しては，捜査情報，個人情報，プラ
イバシー，被災者家族の心情に十分配慮する。
また守秘義務，プライバシーや個人情報の取り
扱いについて，職員の教養を行うことを求めて
いる。ただし，具体的対応については，特に
指示はだしておらず，各自治体消防に任せてあ
る」としている。

ところで，こうした事態が何を招くのか。
「人も場所も特定できないことにより，発生し

たといわれる事件（事故）が，実際のことなの
か疑ってしまう」（東北・30代カメラマン）の指
摘のように，当局が事件・事故などで事実に反
する発表をして記事を書かせることもありうる。

ただ敢えて苦言を呈すれば，すべての自由回
答を検討していく中で，「ここまで当局の発表
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や情報提供に頼らなければならないのか」とい
うケースも多 見々受けられた。

取材制約が多い中で，次のような回答が近
畿・30代カメラマンから寄せられている。
「警察署の建物の構造をつかみ，いかに『覗

き見』できるか，車中にフラッシュが射すワンフ
レームを撮れるかが，ニュースカメラマンの大き
な仕事となった」。

先輩，同僚や周囲の人たちの協力を得な
がら情報を共有したり，さまざまなシミュレー
ションを試みたりしながら，日々研鑚していく
ことで突破できる壁もある。また「取材先か
らの出入り禁止」（東京・30代記者）をあげて
いたが，多くの先輩・同僚も「監視の目」を掻
い潜って積極的に取材していることを忘れて
はいけない。

 III 制約・規制をどう乗り越えるか

これまで見て来た「制約や規制」から「取材
や報道の自由を守るために何が必要か」を自由
回答で聞いた問5への回答から具体的にどう考
えているかを見てみたい。
「報道の自由と取材の自由を記者個人が履き

違えず，誠実に取材にあたる」（首都圏・30代
記者），「常に相手のことや周囲のことを考えて
取材していく」（東北・50代カメラマン）といっ
た精神面での反応に加えて，「報道機関として
の姿勢，反権力を貫く」（地域不明・20代記者），

「体制迎合や権力者への擦り寄りに対し，断固
とした『否』の姿勢」（勤務地不明・30代記者），

「マスコミが本当に弱い人の立場に立っている
ことを示すべきだ」（東京・30代記者），「市民，
視聴者，読者を味方につけて，当局と対するこ
とが必要。そのためには“NHKは権力にこび

ない，いつもしっかりした放送を出している”と
評価されることが大切。東京を中心とした“官
報”的な報道では無理だろう」（首都圏・40代
記者）と報道の基本姿勢を堅持することを訴え
ている。これに関連して記者たちへのカメラマ
ンからの反応。
「取材先の対応に，おかしいことはおかしい

とこちら側もしっかり主張しないといけない。特
に警察担当の記者は，警察と仲良くしてお友達
になることが仕事だと勘違いしていて，権力の
監視という意識がない」（東京・30代カメラマン），

「記者クラブの廃止。閉じられた世界での情報
公開が，逆に情報操作を招く」（近畿・30代カ
メラマン）と批判している。

この他，「取材・報道が健全な社会にとって
不可欠なものであるという，一般社会のコンセ
ンサスを得ることが必要。それを熟成するよう
な質の高い取材・報道を心がける」（東京・30
代記者），「自由を守るためには隠された事実
を公にすることで，公の利益になることを積み
上げていくしかない」（中部・40代記者）といっ
た意見があった。

その一方で，「不快感を与えかねない過度の
報道を避け，節度ある取材に徹することがのぞ
ましい」（近畿・30代カメラマン），「取材対象を
マスコミが追いかけている場面がテレビに出る
と，本来の報道の自由が守れなくなる」（首都
圏・50代カメラマン），「新技術（高感度カメラ，
携帯電話のカメラ，小型機器）の導入によって，
これまで出来なかった取材が可能になった。放
送する前に出していいのか見極めるなど，自主
規制が必要」（九州・30代カメラマン）と節度や
配慮のうえ自主規制もやむを得ないことを強調
する。これに対し，「節度ある取材などという名
のもとで，腰の引けた取材にならざるを得ない

 III 制約・規制をどう乗り越えるか
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状況を変えなければならない」（東京・30代記者）
と真っ向から食い違いを見せている。

ただ取材現場を持つ身としては，「どのよう
な意図で報道しようとしているのか，はじめに
理解してもらうことが必要」（東北・30代記者），

「メディアとしての考え方を愚直に伝える」（東京・
20代記者），「報道目的を率直に取材対象に語
りかけ，傲慢に振舞わないこと」（九州・30代
記者），「常日頃の取材先とのコミュニケーショ
ンを大切にしておく」（中国・20代カメラマン）
と日常の取材活動を通じて，「取材・報道の自
由の大切さ」を理解してもらうしかないと主張し
ている。

その対応策について意見は分かれる。
「現場で制約がきつそうになった時，常に記

者・カメラマンが戦うこととあわせて当局との話
し合いを進める」（四国・20代記者），「現場の
取材者がねばり強く，諦めずに攻めていくしか
ない」（九州・40代記者）。

こうした硬軟併せ持つ取材対応に対して，
「我々の取材には正当性があるのだと法的な裏
づけを得るためにも，裁判をしてでもシロクロ
をつけるべきだ」（近畿・30代カメラマン）とあ
るが，「取材・報道の自由」に関しては最高裁の
判決が出ている6）。
「情報操作や情報隠しが行われているという

実態を放送の中できっちり伝え，国民の知る権
利が阻害され，国民に不利益になっていること
を訴えるべきだ」（中部・40代カメラマン）と放
送を通じてこの酷い現状を世に問うべきだとし
ている。

そして20代の首都圏記者は，「報道機関が自
らメディアスクラムや人権に配慮した取材・報道
基準を明確にし，開示するとともにその基準を
遵守すること」を訴え，記者歴48年の大ベテラ

ンは，アメリカ合衆国憲法修正第1条のように，
「法律で報道の自由を確立すること」（中部・70
代記者）と明文化を主張する。

 IV 実名か匿名か

（1）「原則実名報道」にためらい約80%
問12の「実名・匿名報道への賛否」では，

「実名・匿名は当事者の意向を尊重するなど
ケースバイケースで柔軟に判断すべきだ」が
76%と圧倒的に多く，長い間言われてきた「原
則実名報道・例外匿名報道」が，大きく揺ら
いでいることが分かった。そして66%の人が

「実名・匿名の判断に迷った経験がある」と回
答し（問14），ほぼ半分の48%が「先輩やデ
スクと判断が食い違ったことがある」と回答し
ている（問15）。

問12の「実名・匿名報道への賛否」で「ケー
スバイケース」と答えた人は，76%にのぼるが，
これに「実名報道に疑問やためらいを感じる人

（2%）」を合わせると実に78%が「実名報道」
に何らかの抵抗感を持っていて，「実名報道は
できる限り，例外なく貫くべきだ」の19%を大き
く上回る。

職種別で見ると記者は76%が，柔軟な対応
（「ケースバイケース」+「疑問やためらい」）を求
め，「実名報道」が22%であるのに対し，カメ
ラマンでは，柔軟な対応が80%とさらに多く，
実名報道の16%を圧している。ただ「ケースバ
イケース」というのは，必ずしも実名報道に疑
問や抵抗感を持っている人ばかりとは言い切れ
ず，「もっと柔軟に対応すべき」というニュアン
スの回答も多く含んでいる。

そこで問13の「実名・匿名報道への賛否」の
理由について自由回答を求め，その回答を分類

 IV 実名か匿名か
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したところ，記者の73%，カメラマンの61%が，
自ら悩み，考え，迷いながら対応している実情
を表記している。
表の1・2は，年代別の自由回答率からこの

問題への関心の深さを見たものだが，記者の
場合は概ねどの年代も自由回答率が高くなっ
ている。

またカメラマンの場合，「記者ほど直接の関
わりが少ない」（近畿・30代カメラマン）ことも
考えられるが，それを差し引いてみてもやはり
現場で常に判断に悩みながら取材している様
子が窺われる。

【記者の場合】

大勢を占めた「実名・匿名は当事者の意向を
尊重するなどケースバイケースで柔軟に判断す
べきだ」と回答した理由から見ていく。
「原則実名は揺るぎないが，まったく判断を介

しないものではなく，実名による社会的な影響
を報道機関として考えるべきである」（東京・40
代）や「原則実名で書いているが，名前にニュー

ス性がない場合，実名報道によって著しく不利
な立場にたつ場合は匿名にすべき」（東京・30
代），「実名原則は貫きたいが，取材先との関係
を壊してまで実名を必要とするケースは少ない。
大所高所からの判断が必要」（東京・30代），「原
則実名であるべきだが，訴訟での個人名や無
罪判決でも当事者が実名を望まない場合必要
ないのでは」（東京・30代）と報道局の記者に
は「実名原則だが」との但し書きが多い。だが
中には「実名を出すことに意味があるのかどう
か，十分吟味すべきだ。未成年者・精神障害
の有無など画一的ルールはなくすべきだ」（東京・
30代）のような考えもある。
「発生当初とある程度時間が経ってからでは，

実名の必要性も変化するのでは」（近畿・30代）
といった指摘や「不必要な実名は，社会性が
ないばかりか一人の人生を大きく狂わせる」（中
国・30代），「狭いローカルでは，報道する側が
思っている以上に影響が大きく，そのときどき
で判断すべきだ」（四国・20代）と配慮した回
答が続く。
「犯罪被害者など実名を出すことに抵抗を示

す人が増えた」（首都圏・30代），「実名にする
ことがセカンドレイプにつながることもある」（首
都圏・30代）との回答も多かった。

若手の記者で経験5年以内の20代はどう考
えているだろうか。
「被害者を実名にするのはためらいがある。

周囲が被害者を労わる社会になっていないか
ら」（近畿・20代），「弱者の味方や権力の監視
という姿勢で報道するなら，その立場で実名，
匿名も判断すべきだ」（北海道・20代），「報道
発表は実名だが，『遺族の強い匿名希望があり
ます』と付記されていた場合，当事者の感情を
無視してまで実名を出す必要があるのか」（東

表1　実名・匿名報道に関する年代別自由回答率（記者）
年 代 総回答者数 自由回答者数 自由回答率（%）
20 代 147 100 68
30 代 163 123 75
40 代 44 39 89
50 代 11 10 91
60 代 6 6 100
70 代 2 2 100
不明 12 6 50
総計 385 286 74

表 2　実名・匿名報道に関する年代別自由回答率（カメラマン）
年 代 総回答者数 自由回答者数 自由回答率（%）
20 代 65 39 60
30 代 121 76 63
40 代 43 32 74
50 代 21 8 38
60 代 3 2 67
不明 7 1 14
総計 260 158 61
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北・20代）といった真摯な悩みは誰もが経験
することだが，疑問を持つのは以下の回答だ。
「発表が匿名のとき，取材で実名の情報を取

るのには手間と時間がかかる。重要な事件事
故でない限り，原則実名に固執する必要はな
い」（中部・20代），「地方局ではニュースを埋め
るために記事にする必要もないような事件や事
故も取り上げているが，ことさら実名にしなくて
もよいのでは」（中国・20代）。

わかりやすい反応だが，易きに就くようにな
らないだろうか。

女性記者で多かったのが，近畿・20代に代
表される回答だった。「最近特に増えてきた虐
待などではたして子どもの名前を出す意味があ
るのか疑問に感じる」。

中国・60代の大ベテランの回答。
「実名を得るための取材は必要であるが，実

名がニュースに欠かせない場合は別にして，多
くは実名そのものがニュースの絶対条件では
ない」。

時代を反映していると改めて考えさせられた
回答に次のようなものがあった。
「被疑者や被害者の実名を伝えること自体，

世の中の役に立つ，あるいは効果が高まるとは
思えない事案が多い。写真や住所の提示は報
道とは別のところで，インターネット上の書き込
みなどを助長させる」（首都圏・20代他）とIT
時代の別の問題を提起している。

ただこういう回答も紹介したい。
「原則実名とする納得の行く理由を研修セン

ターや上司から聞いたこともなく，自分で取材
先にきちんと説明できない」（年代・勤務地不
明）。これについては，日本新聞協会編集委員
会作成の「実名と報道」7）という135ページの小
冊子があると提示しようとしたところ，奇しくも

次のような回答があった。
「日本新聞協会発行の『実名と報道』のP78

～83をコピーしていつも持ち歩いている」（首都
圏・年代不明記者）。

ただ新聞協会が指標として出したものと取材
する記者，カメラマン自身がその方針と意思一
致できるかは別問題であり，まず読んでみるこ
とだ。NHKは「原則実名・例外匿名」である。

またケースバイケースとしながらも，「取材段
階で実名を求めるのは当然で，発表の裏取り
をするためにも実名は重要な情報のひとつだ。
ただ記事に反映させるかは記者の判断による」

（近畿・30代），「実名匿名はマスコミ各社の
判断に」（中部・50代），「いずれにしても放送
するかどうかは，報道機関が判断することだ」

（北海道・50代）という指摘は忘れてはならな
いだろう。

【カメラマンの場合】

一方，映像主体のカメラマンの場合はどう判
断しているだろうか。「ケースバイケース」の自
由回答を見てみよう。

やはり「テレビの影響力を考えるとケースバ
イケースで対応すべき」（東北・20代，九州・
30代）に代表されるように「映像」の持つ力を
気に掛ける回答が多い。しかし「自分がその立
場になったら嫌だと思うから」（首都圏・20代），

「何の理由もなく殺害された被害者の顔写真な
ど，自分が遺族ならそこまで伝えて欲しくない
と思う」（九州・30代），「当事者が匿名を希望
しているのを，実名で報道するのは身勝手だ」

（中部・40代），「加害者は顔写真付きで大々的
に報道してもいいが，被害者にはさらに苦痛を
強いかねない報道はあまりすべきではない」（近
畿・20代）といった回答も少なくない。
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「メディアリテラシーが浸透した現状を考える
とケースバイケースが実相にあっている」（九州・
30代），「テレビは一度に伝わる情報が多すぎ
る。ケースバイケースで判断すべきだ」（東京・
30代）も目立った。

他に，「犯罪の種類によっては匿名でもよい
のでは」（東北・50代），「加害者は実名，被害
者は匿名」（北海道・40代），「加害者実名，被
害者は本人が希望なら匿名」（地域不明・40代）
と区分を明確にしようという。

そして記者からの指摘と同様に，「インター
ネット，SNS（会員制インターネットサービス）な
どで個人情報が不特定多数に知られる機会が
増えている。不必要と思われる実名報道は被
害をこうむる人々もいる」（首都圏・30代）と気
遣う。

さらに，「今の時代に実名報道の原則を貫く
ことに虚しさを感じる。実名，匿名より，何を
伝え，何を伝えないかにこだわっていきたい」

（東北・40代）と心情を吐
と ろ

露している。
ただ「ケースバイケース」としながらも，「報

道被害に発展する可能性を含め報道する際はよ
く考える必要がある。全面的に匿名にすると歯
止めが利かなくなる」（中国・20代），「取材する
側の判断で決めるべきだ」（中国・30代）といっ
た意見は記者と同様であった。

（2）実名報道は堅持すべき
【記者の場合】

「ケースバイケース」と答えたのと同じ20代で
経験5年以下の記者たちは，こう回答している。
「匿名がまかり通るようになると誰も顔出しで

インタビューに答えなくなり，無責任な発言や
ネットの掲示板のような世界になってくる。テレ
ビとしての質を保つためには実名報道は必要。

匿名の事故のニュースなんて誰もシンパシーを
感じられない」（四国・20代），「誰かという部
分はニュースにとって欠かせない」（東北・20代），

「あやふやなニュースにしないため」（近畿・20
代），「匿名報道は無用な混乱を招き，真実を
伝える力を弱める」（四国・20代），中には「少
年犯罪でも悪質なものは実名報道にしてもよい
のでは」（中国・20代）といった意見もある。
「誰がという情報は，ニュースを伝える上で，

最も重要な項目だ。そこを曖昧にするとニュー
スの信憑性が疑われる。視聴者に訴えかける
ものが疑われる気がする」（近畿・北海道30代）
に代表されるように，「実名でなければ真実たり
うるか疑われる」（北海道・40代），「実名報道
の基本姿勢を崩していくと報道の信用性も一気
に崩れる」（中部・30代）と原則を堅持している。

そこには，「例外を増やせば自ずと匿名報道
に拍車がかかる。匿名報道はニュースを見てい
る人の関心を引かず，その事象について深く考
える機会にならない」（東京・30代）といった主
張や首都圏の20代記者のように，「メディアが
必要以上に匿名を許容してきた傾向がある。そ
のことが，必要な情報すら得られない匿名発
表を許してきた」との批判もある。 

さらに「ケースバイケースや相手の意向を聞
いていると，『匿名がいい』と言う人が多くなり，
全体としても匿名報道が多くなる」（東京・30
代），「ケースバイケースにすると，いろいろ都
合のよき理由をつけて匿名報道に偏るおそれが
ある」（首都圏・30代）と危惧する。
「ケースバイケース」でも同じ意見があったが，

こちらは「実名報道」堅持の理由として，「報
道するか否かはあくまでも報道機関の判断であ
り，当局が安易に匿名発表すべきでない」（東
北・20代）をあげている。



18 　FEBRUARY 2008

中にはこういう指摘もある。
「公的機関が実名発表したら実名，逆に自主

取材で名前を割り出しても，公的機関が匿名
発表だとそれに従う。また他社の動向を見て決
める主体性のないのが現状だ」（東北・20代），

「真実に迫った報道のために匿名を求めるのは
弱い立場の人ではなく，権力者側の意向である
ことが多い」（東京・30代）。

また記者歴32年と48年の大ベテランは，「当
然実名報道」とした上で，「報道として知る権
利が優先する。オブラートに包んだ報道では，
具体的な内容は伝わらない」（九州・60代），「匿
名が逆に周辺に迷惑を及ぼす事を考慮すべき
だ」（地域不明・70代）。

そして若手は，「原則実名があって，初めて
匿名にせざるを得ない特異なケースについて判
断が生きてくる。世の中の動きに合わせて報道
機関として検証した上で，原則を変えていくよ
うにすべきだ」（首都圏・20代）と提言している。

【カメラマンの場合】

「安易に匿名を認めることはジャーナリズムの
死に等しい」（近畿・30代），「お願いされるた
びに匿名にしていたら，それはメディアとは言
わない」（中国・30代），「実名でなければ抽象
的で実体のあるものとして伝わりにくい」（九州・
20代），「ニュースの真実性を伝えるためにも」

（首都圏・40代，中国・30代）といった事例が
圧倒的に多かった。

その中でも，「強い組織に属している者は匿
名で守られ，弱い立場の者ほど実名で出され
る。個別対応が不公平感を助長している」（九
州・40代）と匿名の不当性を主張する。

また「匿名にすることで事件の重みが違って
くる。匿名報道が一人歩きすると，加害者が守

られるという誤った認識が生まれる」（四国・30
代）といった指摘もあった。

ある種の社会的制裁の意味を含んだ回答とし
て，「罪を犯したものは報道する上で，実名で
あるべきだ」（中国・30代） ，「成人が法に触れ
ることをしたのならその社会的責任をとる必要
がある」（首都圏・40代），「実名報道という形
で社会的制裁があるということを世間や当事者
に知らしめる必要がある」（首都圏・20代）との
意見もあった。あわせて「18歳以上の重大犯
罪は，成人同様公表すべきだ」（九州・40代）
という考え方もある。

これは，メディアの持つ本来の報道の範疇か
ら逸脱するもので，危険な考え方だと思う。
「報道は国民の知る権利に応えるために行っ

ているのであって，お上のためではない。権力
に不当な規制をされる筋のものではない。何が
必要で，何がそうでないかの判断する良識を
持てばよい」（東北・30代）との回答も寄せられ
ている。

（3）「実名か匿名か」現場はそれが問題だ
【記者の場合】

では取材に当たって現場では，どういうこと
で悩んだり，デスクとぶつかったりしたのか具
体的事例から見ていこう。
「少年時代の犯行が前科にあり，成人後再

犯があった場合の取り扱い。①実名+前科あ
り，②匿名+前科あり，③実名+前科記載せ
ず，④匿名+前科記載せず疑問が生じた。結
局①にした」（東京・30代），「交通事故で被害
者に落ち度があったとき名前を出すかどうか」

（首都圏・20代），「起訴される可能性が薄い
逮捕事案のとき」（東京・30代），「公務員の軽
微な犯罪の場合の扱いをめぐって」（東京・30
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代），「屋根の雪下ろしでけがをしたり，りんご
を盗まれたりした農家が匿名を望んでいる場
合」（東北・30代）と様々だ。
「虐待をめぐる民事訴訟で，実名か匿名か悩

んだ結果，時間が経っていたので匿名にした」
（地域・年代不明）。同じように幼児虐待で親
が逮捕され，子どもが生存していたケースでは，

「将来の親子関係を考え，ニュースにすること
自体を見送った」（東京・40代）。同様に「過去
に同棲していた男に娘を虐待され意識不明の
状態が続いているとして母親が損害賠償を請
求した裁判で，訴えた母子ともに匿名にした」

（東北・20代）といったケースもある。
中には「被害者は匿名を希望と報道資料に

あるとき，実名で出してあとでクレームや法的
措置をとられないか不安になる」（中国・30代），

「マイクを向けて，あとでクレームがこないか
考えてしまう」（中部・30代），「容疑者は精神
病かもしれないという未確認情報が入ったとき
迷ったが，実名報道した」（近畿・40代）など，
名前を出すかどうか，いつになってもつきまと
う悩みだ。
「母子無理心中事件で，母親が殺人未遂で

逮捕された際，いったんは出稿自体を見送っ
たが，各社が母親を実名，匿名に分かれて報
道したため，その後NHKも匿名で放送した」

（中国・20代），「社会的影響が大きかった事
件が時効になり，書類だけ送致されたとき，被
疑者の名前を出すかどうか」（九州・20代），「変
死で事件か自殺か分からなかったとき，死に
方がおかしいからと実名にした。あとで自殺と
分かった」（九州・20代），「厚生省の前九州厚
生局長が，金品を受け取っていた問題で，初
報の段階で実名を出すかどうか迷った」（東京・
30代）。

この他，デスクや上層部と意見の食い違い
があったケースでは，「元少年たちが起こした
強姦事件で一審が有罪。しかし発生日時の変
更があり，被告たちが無罪を主張。有罪の場
合匿名か実名かで判断が分かれ，有罪だった
ため少年事件の扱いで匿名にした」（東京・40
代），「実名で逮捕を報道し，不起訴になったと
きは，東京に判断を仰いだ結果，ニュースその
ものにしなかった。しかし一度出している以上，
不起訴になったことを実名で伝えることは必要
ではないか」（東北・40代）。「遺族の希望で警
察が匿名にした事案で，デスクが『遺族からク
レームがつけられてまでやるほどのニュースじゃ
ない』と没になったとき，こうした前例を作ると
警察に『それ（匿名）でいいのだ』と思わせて
しまう」（四国・20代）。

次は各地でも起きていそうな事例だ。
「実名報道を貫こうとするのは，年上の人に多

い傾向がある。家から1,000万円を超える金塊
が盗まれたとき，被害者の名前を報道する際に
若手記者たちは，金塊があることを知られたく
ないだろうと匿名を主張。これに対してデスク，
先輩記者は“原則”判断で，実名にした。被害
者は警察を通じて匿名を希望していたため，あ
とでNHKにクレームが来た」（中国・20代），「女
子高校生が強姦されて殺害された事件で，一
報は当然実名だが続報は匿名でもよかったの
ではないか。デスクの判断に従って実名にした」

（北海道・20代），「地方都市の老夫婦でやって
いる零細の納豆屋の商品にハエが入っていたこ
とを，他の食品事件と同じように扱ったため閉
店になってしまったが，同じように扱うのは理
解できない」（中部・50代），「航空機ニアミス
事故で，警察は不起訴を承知で機長を書類送
検したが，事前取材で不起訴になる可能性はき
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わめて高く個人的過失よりシステム性の事故と
考え匿名を主張した」（東京・30代）と事例をあ
げだすときりがない。

そこで，西日本のある放送局11人の記者の
回答を例に，同じ放送局でも，どれほど「実
名」「ケースバイケース」に分かれるかを見てみ
よう。

この放送局からは，20代5人，30代3人，
40代3人から回答があったが，このうち「実名」
は4人，「ケースバイケース」が4人，「無回答・
差し支える」は3人ときれいに分かれた。
「実名」を主張する理由はこうだ。
「当局が判断すべきことではなく，報道機関

がそれぞれの判断の下，実名・匿名で報道す
べきだ」（20代）。

もう一人の20代は，「（匿名の）Aさん，Bさ
んは，架空の人物でなく実在する人物だ。形骸
化を避ける意味でも実名にすべきだ」と考えて
いるが，「被疑者に重度の精神障害がある場合」
には，判断に迷ったりしている。

また30代は，「匿名だと本当にその事実が
あったのか，リアリティーがなくなる。マスコミ
が匿名をOKすると，発表する側に付け入る隙
を与えてしまう。相手が見えない世の中はよくな
い」と広がる匿名社会に懸念を抱いている。さ
らにベテランはこう回答した。
「歴史の第1ページ目を書いていくマスコミの

立場から自明である」（40代）。
これに対して，「ケースバイケース」とした4人

の回答は次の通り。
20代の一人は，「ニュースの大きさによって

実名かそうでないか判断すべきだ」とした上
で，「交通死亡事故で加害者の方に大きな過
失があるのに，被害者のみ実名で報道し，加
害者は性別・年齢のみだった」ことに疑問を感

じている。
もう一人の20代は，「虐待された子どもなど

被害者がいる事案に関しては考慮したい」と思
うのは，「連れ子を虐待した母親が逮捕された
ときには，母親の名前を伏せたが，裁判では
虐待の内容が酷かったので名前を出した」こと
などが背景にあるようだ。

さらに別の20代は，「原則実名だというのも
わかるが，そう判断する人により，その根拠や
必要性に幅があり，時にそのブレに疑問を感じ
る」として，「名前が出たほうが視聴者の情が
移って，事件・事故の恐ろしさを感じてくれる
というが，遺族はどう思うかと感じたことがあっ
た」としている。
「対象者が被害者であれば報道時点で報道

による人権保護の程度がはかれないケースがあ
る」（40代）ことを理由に上げている。

【カメラマンの場合】

「事件がおきたとき，まだ犯人が逮捕されて
いない場合，第一目撃者のインタビューで顔を
出すかどうか」（中国・40代）。同様に「インタ
ビューの顔を出すか出さないかで迷う」（勤務地
不明・30代），「事件・事故の目撃証言のインタ
ビューで，本人は顔出しならダメといっている
が，デスクは顔出しにこだわる場合，現場は判
断に困る」（首都圏・30代）という回答も少なく
なかった。

その反面，「デスクが判断できず実名，匿名
の両方で撮影することが多 あ々る。自分の判断
うんぬんより前に上が判断できないのは困る」

（近畿・30代），その結果，「映像を実名用と
匿名用の2パターンで撮ることを心がけている」

（東北・九州30代他）と回答しているケースも。  
ビルの撮影をめぐっても様々な回答があっ
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た。「外観撮影で，『ビルは匿名で，郵便ポス
トは実名で撮ってくれ』といわれた」（中国・30
代）や「交通事故や通り魔事件など路上での取
材で，そこに映り込む会社の看板や殺人事件
が起きたマンションの外観をどうするか」（中部，
東京30代）と悩んでいる。

これに対して中部の40代は，「建物の匿名
撮影のとき，私はピンぼけで雰囲気のわかる映
像を撮って，場所は絶対特定できないようにし
ているが，デスクはピントの合った窓だけの映
像を指示。これなら隣のビルの窓を撮っても大
丈夫じゃないか」と回答している。

未成年者取材も悩むところだ。
「未成年者の犯罪や学校での事故などでどこ

まで映像取材できるのか」（北海道，首都圏・
40代），「中学生のいじめ取材で，保護者の了
解がいるのか迷った」（東京・30代）。

さらに「虐待された児童が搬送された病院の
名前を隠して撮影する必要があるのかどうか」

（九州・20代）といった回答もある。
逆に「未成年だが18歳以上の犯罪は実名，

顔出しでもいいのではないか」（東北・30代）と
いった主張も目に付いた。

首都圏の40代は，「映像そのものに加工し
て放送するケースが増えてもいいのではない
か」と顔のぼかしなども検討するように提言し
ている。

これに対して，首都圏・30代は，「匿名でと
顔出しを固辞する相手にも，ニュースバリュー
に関係なく悪い前例を作らないために食い下が
る。記者と意見が違うこともある」（首都圏・30
代）と実名原則に苦心するし，「意味もない覆面
インタビュー。相手に被害が及ばない以上顔出
しにすべきだ」（東北・30代）と批判的だ。

 V 顔出し取材の是非

実名・匿名報道でも指摘があった問19の「一
般の人へのインタビュー取材で顔を出すか出さ
ないか」について複数回答で聞いた結果を見て
みよう。

とにかくインタビューを撮ることが先決なため
一番多かった「顔出しを拒否されたのでやむを
得ず顔なしでインタビューした（53%）」というの
は理解できるが，「最初から『顔を出しませんか
ら』と告げて取材したことがある」という人が
41%と多いのは気になった。

昨年の日本新聞協会賞を受賞した『ワーキン
グ・プア』の優れた要素の一つに「顔出し」撮
影があるといえる。特に12歳と10歳の男の子
を抱え，睡眠4時間で昼夜働く母子家庭の衝
撃は，多くの視聴者の胸を打った。

映像取材部の木下豊氏は，こう振り返って
いる。〈母親はともかく，子供の顔を撮影する
か否か悩んでいた。テレビの影響力は大きい。

（中略）母親だけでなく子供達と幾度も話をし
て信頼関係を深めていった。そして“実名・顔
出し”で放送した。放送では子供たちの豊か
な表情が家族の厳しい現実を切 と々伝え，視
聴者から多くの共感を得た。「人権」「配慮」と
いう言葉を盾に安易にモザイクや顔無し映像に
走ってしまっていたら，これほど視聴者の心を
動かすことが出来たかどうか疑問である。“実
名・顔出し”で真正面から映し出されるからこ
そ，視聴者も番組と正面から向き合ってくれた
ような気がする。同時に我々取材者は“実名・
顔出し”の持つ重みを決して忘れてはならない
のだと思う〉8）

実名報道同様，実名・実写は信憑性を高め
るとともに，魂までも震わせる。

 V 顔出し取材の是非
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【5W1H世代として】

「実名か匿名か」は，1980年代からマスコミ
界で論議されてきた。かつて「犯罪報道は匿
名で」との提言があったとき，「そんな馬鹿な」
と思ったマスコミ関係者が圧倒的多数であっ
た。あの時代を振り返ると今回の調査結果は，
隔世の感がある。

われわれのように「5W1H」が原理原則と学
んできた世代は，回答の中にあったように火事
現場が知らされず，被災者の名前もわからない
中で，つまり5Wのうちの「Where」と「Who」
が書けない原稿がどうやったら成立するのか驚
きを禁じえない。

先にも書いたが，権力が自由に情報を操作，
管理できる社会は危険である。それは情報隠
しにつながり，権力の暴走を許してしまう。

京都大学の佐藤卓己准教授は，〈ソビエト型
社会主義国家は，犯罪報道を厳しく制限するこ
とでメディア上では犯罪が存在しない「地上の
楽園」を築き上げた。そこで人々は誰がどのよ
うに捜査されているのかもわからず，不当捜査
に批判の声を上げることもできなかった。個人
情報保護や人権擁護の「善意」に名を借りる情
報統制は，やがて国家による情報の一元的管
理に向かうだろう〉9）と予測している。

もうひとつ，匿名報道がまかり通り，書き手
もデスクもそれに慣れてしまうと今度は自分自身
で，「取材したことにして架空の原稿を書く」こ
とが可能になる。

ある新聞社の記者が，知事にインタビューも
せずに原稿を仕立て上げた例があったが，たま
たま書かれた相手が著名人だったためすぐに露
見した。名もなき市井の人々を相手にした取材
では，デスクのチェックが遅れたり，確認が取
れなかったりで，捏造記事や映像を作り出すこ

とも可能だ。
顔の見えない時代になったことに慣らされて

はいけない。個人情報保護法が成立する前に
は，多くのジャーナリストや言論人，作家がこ
の法律に反対してきた。

ノンフィクション作家の佐野眞一氏は，〈これ
ほど恥知らずな法案があっただろうか〉と痛烈
に批判した上で，〈新聞，放送に加えてフリー
ジャーナリストの報道もこの法案の「適用除外」
にするとの政府答弁がなされたことをもって，ひ
と安心する向きもあるが，事態は一向に変わっ
ていない〉10）と警告していたのだが，結果はこ
れまで見てきた通りだ。 

適用除外は，報道機関が個人情報を報道す
る部分においてであって，報道機関が取材する
部分（つまり取材先が個人情報を開示すること）
を適用除外にしているわけではない。

取材できない情報をどうやって報道するの
か。私たちは，いわゆる“お上のお目こぼし”で
取材するわけではない。「個人情報保護法」を
盾にするなら，すべての法律の根幹である憲法
第21条で認められた「国民の知る権利」を盾
に，戦うしかない。ところがその肝心の国民が
メディアにシンパシーを持っていないことはすで
に書いた。

本来あるべき姿としては，公的機関は報道
に対して情報開示を徹底する。その上で，発
表の際は，「本人が真に（強く）匿名を望んで
いる場合は，『匿名を希望』との但し書きをつ
ける」ようにする。そこから先，「報道する，し
ない」の判断は，マスコミ各社に任せるべきで
ある。マスコミの判断で実名を報道する以上は
訴えられるリスクを負うのも当然である。

最近の例として，去年3月に兵庫県南あわ
じ市で起きた交通死亡事故で，被害者の遺族
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が，実名報道されたことを理由に新聞3社を
訴えるケースが出ている。これが常態化すれ
ば，マスコミは発表文をそのまま報ずるのでは
なく，裏づけやどの部分まで報じるかなどを自
らの社の判断によって決定しなければならなく
なる。つまり取材の際は，徹底して実名を追
い求め，それによって裏づけを取り，報道する
ときは論議の上，どういうふうに出すか自社で
判断すればいい。

去年12月に起きた佐世保の銃乱射事件で，
加害者はもちろんだが，被害者の名前が出な
いニュースを想定できるだろうか。人物にスポッ
トをあてた犯罪報道から，事件の持つ社会性
に重点を置いた匿名報道に変えた場合，国民
がそれで納得できるのだろうか。
「国民の意識を変えればいいではないか」と

いう意見もあるが，「匿名発表」が常態化してし
まうと，個人情報保護法の施行と相俟って，公
的機関の「情報隠し」に利用されてしまうので
はと危惧してしまう。

 VI 被害者，遺族取材の現場から

問17の「犯罪や事故の被害者や遺族への
取材について，あなた個人の考えに最も近い
回答を1つだけ選んでください」では，「何とか
取材に応じてもらえるようねばり強く説得する」

（59%）が最も多く，「相手の意向を最優先にし，
拒否されたら断念する」（27%）の2倍以上の回
答だった。
「被害者・遺族取材で特に配慮していること」

についての自由回答（問18）は記者もカメラマン
も少なく，これまで見て来たと同様の厳しい現
状が窺われる。とにかくアプローチの時点から
難航が予想される。記者のケースで見ていく。

女性記者の場合。
「相手の真意に近づけるよう根気よく足を運

ぶ。しかし無理強いはしないように気をつける」
（北海道・20代女性），「相手への心情を最大
限配慮して行動する」（首都圏・20代女性），「メ
ディアスクラムにならないよう，記者クラブで出
来る限り配慮する。報道することの意味を出来
るだけ理解いただき，実名報道できるように説
得を続ける」（四国・20代女性）と心配りを大切
にする。

同様のやさしい気遣いが窺われる回答は，
「遺族や被害者の相談相手になれるように努
力する。情報をもらったり，放送したりするだ
けの関係ではなく，長くお付き合いする気持
ちを持つようにしている」（東京・30代女性），
その上で，「説得してどうしても理解いただけ
ない場合は無理をしない」（東京・20代女性）
となる。

一方，男性記者は，「取材に伺う時間帯にも
配慮」（東京・40代男性），「こちらの都合で早
急にことを進めようとしない」（九州・30代男性），

「時期を待つ。事案の沈静化後にゆっくり取材
する」（東京・20代，40代男性）と相手のペー
スを尊重している。

また「服装，言葉使い」（首都圏・40代男性），
「服装，口調に注意し，会社として取材してい
るというよりも二度と起こさないためにもとい
う個人的な思いを心から相手に伝えるようにす
る」（近畿・20代男性）といった回答もあった。

この他「次々に質問を浴びせるようなことはし
ない」（東北・30代男性）といった 慮

おもんぱか

る気持ち
は堅持しながらも，「例え一度取材を拒否され
ても，本当に嫌なのか，どこかに受けてもいい
気持ちがあっても踏ん切りがつかない状態なの
かきちんと見分けるように心がけている。迷っ

 VI 被害者，遺族取材の現場から
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ていると感じられたときはねばり強く取材する」
（近畿・30代男性）。

「本人の意向は最大限尊重するが，顔，声，
名前が出なければ訴えたいことが強く伝わらな
いのではないかと語りかけてみる」（中部・40
代男性）とねばり強い取材を続けている。

そして中国・60代男性は，「取材のためなら
何でもしてよいという横暴さだけは慎みたい」と
戒めている。

一方，カメラを担いでいる分，撮影への抵抗
が常に予想されるカメラマンは，どう対応して
いるのか。
「相手の気持ちを優先する」（中部・40代男

性），「相手の同意」（中部・30代男性），「伝え
ることで被害者を傷つけないこと」（九州・30代
男性），「礼節を守る」（北海道・40代男性），「と
にかく相手に寄り添う」（30代女性）といった回
答が目に付いたが，確かに特別な方法があるわ
けではない。
「取材に入る前に遺影に手を合わせる」（首都

圏・20代男性）姿は，記者，カメラマンに共通
した常識だろう。その上で，「個人対個人の目
線で接することで，こちら側の志や思いを伝え，
報道の役割を理解してもらうようにしている」

（中国・20代男性）と同時に「当然だが，いき
なりカメラは向けない」（近畿・30代男性）など，
すべては相手の気持ちに配慮するところから始
まっている事がよくわかる。

 VII メディアスクラム

さて問1の取材をめぐる状況の変化の中で，
マスコミ不信の大きな理由のひとつに，「メディ
アスクラム」の弊害が上げられていた。

大きな事件，事故がおきるたび関係者に集

中的に多数のメディアが殺到するメディアスクラ
ムは，秋田の連続児童殺害事件や坂出市の祖
母・孫娘3人殺害事件でも指摘された。
「メディアスクラムについて捜査当局や弁護

士から厳しい意見を聞く」（東京・40代記者，
近畿・30代カメラマン）に代表される。が，
ここに表れた回答のように「付かず離れず」が
現状である。「NHKは気をつけている」とは
いえ，現場取材しなければ特落ち（1社だけ
取材していないでニュースが出せないケース）

2007年11月28日逮捕当日の守屋前事務次官宅前

 VII メディアスクラム
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も起こりうるわけで，「取材姿勢は立派」でも
「ニュースに映像がない」という現実を背負っ
てしまう。

前ページの写真は，防衛省の守屋前事務次
官逮捕当日のものである。守屋邸前では，こ
のような状態が延 と々続き，NHKは証人喚問
の前日や当日，逮捕の3日前からだけに絞っ
た。逮捕前，守屋前次官の家族からは，「メ
ディアスクラムだ」として自粛の要請がBPOな
どにも出されたが，各社とも公人で時の人であ
るという理由から，それぞれの社の判断で対
応するというレベルにとどめ，共通の自粛など
はしなかった。 

それこそケースバイケースの遠近両戦法をと
らざるを得ないのが実情だろう。

読売テレビは，『報道・番組制作ガイドライン』
（2006年版）の「集中豪雨的取材と独自の姿
勢」の中で，〈そうした時は取材の方法を変える
か，引き上げるか，自社の判断で行動すべき
です。必要なら，放送の中で「取材を打ち切っ
た理由」をひとこと言っておく。こうした積み重
ねが視聴者の信頼に繋がっていきます〉と述べ
ている。

また英国BBCの「エディトリアル・ガイドライ
ン」（2005年版）では，メディアスクラムについ
て 〈数多くのメディアの代表があるニューズを
追いかけて集まると，結果として生じる集団的
過熱取材は脅威となったり，妥当な範囲を超え
て踏み込みすぎになる場合があることを我々は
認識しなければならない。時には，他のメディ
ア組織と代表取材協定を結ぶことが適切であ
るし，あるいは撤退することが適切と判断する
場合もある〉としている。

前出の原寿雄氏は，「公共放送であるNHK
こそが，メディアスクラムから降りる勇気が必要

であり，『特落ち』を恐れず，むしろそうしたリー
ダーシップを取るべきだ」と述べている。
「公共放送だからこそ伝えなければ」という

思いがあるだけに，すぐさま首肯できないとこ
ろだが，「従来の報道スタイルを変えていく」と
いう視点に立てば，十分検討すべき指摘だ。

（次号に続く）

（とがし ゆたか／おまた いっぺい）

引用した資料及び注釈：
1） 原寿雄（1997）「ジャーナリズムの思想」岩波

書店
2） TBS 事件…1989 年 10 月 26 日，オウム真理教

批判の坂本堤弁護士のインタビュー・テープを
オウム幹部に見せて，抗議を受け，放映を取り
やめた。

3） 1）と同じ
4）松井茂記（2005）「マス・メディアの表現の自由」

日本評論社
5） 犯罪被害者等基本計画（2005）「安全の確保 - 犯

罪被害者等に関する情報の保護」の（2）の「エ」
6）堀部政男・長谷部恭男編（2005）「取材・報道

の自由」（「別冊ジュリスト メディア判例百選」
所収）有斐閣

7） 日本新聞協会編集委員会（2006）「実名と報道」
日本新聞協会

8）NHK 報道局（2006）「事件取材と人権」NHK
9） 佐藤卓己（2006）「メディア社会」岩波書店
10）佐野眞一（2001）「私たちはなぜこの法案に反

対するのか」（「あなたのプライバシーが国家管
理される!  個人情報保護法をぶっ潰せ」所収）
現代人文社
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問 1　取材をめぐる状況の変化として感じることを，次の中か
ら選んで○をつけて下さい。（複数回答）

 1. 報道機関への社会の目が厳しくなった ‥‥‥‥ 64.9 % 
 2. 個人情報が取材しにくくなった ‥‥‥‥‥‥‥ 75.3
 3. プライバシー，肖像権などの人権意識の高まり ‥ 71.1
 4. 取材競争の激化 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 21.3
 5. メディアの画一的報道の傾向 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 27.3         
 6. メディア側の自主規制 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 26.1
 7. メディアの保守化傾向 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11.7
 8. Web ジャーナリズムの進歩 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 20.7
 9. 記者クラブ制度への批判 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.8
 10. I T の利用など取材ツールの技術革新 ‥‥‥‥ 47.3
 11. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.2
 12. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  0.4

問 2　問 1で（1）を選んだ方に伺います。具体的にどういう
局面でそう感じましたか。（自由回答）

問 3　取材や報道の自由が制約されていると感じることがあり
ますか。一つだけ選んで下さい。

 1. よくある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16.7 % 
 2. ときどきある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 55.1
 3. ほとんどない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 25.6
 4. まったくない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.4
 5. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.2

問 4　問 3で（1）（2）と答えた方は，具体的にどのようなと
きに感じましたか。（自由回答）

問 5　取材や報道の自由を守るためには，何が必要だと思いま
すか。差し支えなければ意見を記して下さい。（自由回答）

問 6　役所や捜査機関などの広報について，あなたの考えにい
ちばん近いものを一つだけ選んで下さい。

 1. 全体としてよくなっていると感じる ‥‥‥‥‥‥4.3 % 
 2. 不十分な場合が多い ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 48.3 
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.9
 4. 広報を利用した取材は極力すべきではない ‥‥‥3.8
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.7
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.0

問 7　2005 年の個人情報保護法が施行されたことなどの影響
で，当事者の名前や住所などの個人情報の取材が難しくなっ
たと感じますか。一つだけ選んでくさい。

 1. 難しくなった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 48.2 % 
 2. やや難しくなった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 35.2
 3. あまり変わらない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14.0
 4. やややさしくなった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0
 5. やさしくなった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0

 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.6

問 8　問 7で難しくなった（1）（2）と答えた方に聞きます。
取材先としてはどこですか。（複数回答）

 1. 警察，検察，裁判所 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 58.1 %
 2. 省庁，県庁，市役所などの行政機関 ‥‥‥‥‥ 71.0
 3. 病院などの医療機関 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 72.7
 4. JR など公共交通機関，航空，船舶各社 ‥‥‥‥ 22.2
 5. その他の民間企業 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 28.3
 6. 学校などの教育機関，保育園，学習塾 ‥‥‥‥ 69.0 
 7. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.0
 8. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.2

                           （100%=568 人）

問 9　個人情報の取材を拒否されたり難航したりした代表的な
例や特筆すべきケースについて記して下さい。  （自由回答）

問 10　問 7で難しくなった（1）（2）と答えた方にさらに伺い
ます。個人情報の取材を拒否されたり難航したりしたときに，
取材先に対してどのように対処しましたか。（複数回答）

 1. NHKまたは個人として抗議して情報を提供させた ‥ 32.7 %
 2. NHKまたは個人として抗議したが，
  相手の対応は変わらなかった ‥‥‥‥‥‥‥‥ 43.7
 3. 他社と一緒に抗議して情報を提供させた ‥‥‥ 25.5
 4. 他社と一緒に抗議したが，相手の対応は変わらなかった ‥ 27.5
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.6
 6. 抗議はしなかった ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.0
 7. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 51.4

                           （100%=568 人）

問 11　問 7で難しくなった（1）（2）と答えた方にもう一つ
質問です。個人情報の取材を拒否されたとき，報道につい
てはどのようにしましたか。（複数回答）

 1. ニュースとしての報道自体をやめた ‥‥‥‥‥ 11.3 %
 2. 発表された範囲の情報で報道した ‥‥‥‥‥‥ 43.3
 3. 拒否された個人情報を独自取材し入手して報道した ‥ 40.8 
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.4
 5. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 56.3

                         （100%=568 人）

問 12　実名，匿名報道について聞きます。あなたの考えに最
も近い回答を一つだけ選んで下さい。会社やデスクの方針
ではなく，あくまでも個人としての考えで答えてください。

 1. 実名報道原則はできる限り，例外なく貫くべきだ ‥ 18.9 %
 2. 実名，匿名は当事者の意向を尊重するなど
  ケースバイケースで柔軟に判断すべきだ ‥‥‥ 75.8
 3. 実名報道原則に疑問やためらいを感じる ‥‥‥‥2.1
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.6
 5. 自分では判断が難しくデスクに従う ‥‥‥‥‥‥1.2
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.4

問 13　あなたがそのように考える理由を差し支えなければ書
いて下さい。（自由回答）

問 14　実名，匿名の判断に迷った経験はありますか。
 1. ある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 65.8 % 
 2. ない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 29.7
 3. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.6

問 15　実名，匿名の判断で先輩記者やデスクと判断が食い
違ったことがありますか。

 1. ある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 47.6 %
 2. ない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 46.7
 3. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.7  

「取材現場で何が起きているのかアンケート調査」

1. 調査目的：  日々厳しくなる取材環境の中で，NHKの記
者，カメラマンが，どういう思いで取材に
とりくんでいるのか，その実態を把握する。

2. 調査時期： 2007 年 8月 6日（月）～ 9月 15日（土）
3. 調査相手：  現場取材に従事している全国の NHK 記

者，カメラマン 1,123 人
4. 調査方法： 配付回収法（職場を通して）
5.有効回答数（率）：  681 人（60.6%）
 内訳 記者 385 人，カメラマン 260人
 職種不明 36人
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問 16　問 14，15 に関連して，差し支えなければどのような
ケースのときにあったか具体的に書いて下さい。（自由回答）

問 17　犯罪や事故の被害者や遺族への取材について，あなた
個人の考え方に最も近い回答を一つだけ選んで下さい。

 1. 報道の必要性があれば無理にでも
  取材するのはやむをえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.8 %
 2. 何とか取材に応じてもらえるようにねばり強く説得する ‥ 58.7
 3. 相手の意向を最優先にし，拒否されたら断念する ‥ 26.7
 4. できるだけ被害者，遺族の取材は控えたい ‥‥‥3.5
 5. 他社の動きを見ながらケースバイケースで判断する ‥1.3
 6. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.1
 7. 自分では判断が難しいのでデスクに従う ‥‥‥‥0.4
 8. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.3 

問 18　被害者，遺族の取材で特に配慮していることがあれば
具体的に書いて下さい。（自由回答）

問 19　事件，事故の際，一般の人の顔を出してのインタビューを
取材するときに顔を出さないケースがありますが，あなたの経
験や考え方について以下の回答から選んで下さい。（複数回答）

 1. 顔出しを拒否されたのでやむをえず
  顔なしでインタビューした ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 52.7 %
 2. 最初から「顔を出しませんから」と告げて
  取材したことがある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 40.5 
 3. 顔出しを拒否された場合はその人への
  インタビュー自体を断念することが多い ‥‥‥ 20.7
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.8  
 5. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 46.7 

問 20　多くのメディアが同時に殺到するメディアスクラムにつ
いて，あなたの経験を次の中から選んで下さい。（複数回答）

 1. メディアスクラムの状態だと感じたがそのまま取材した ‥ 41.1 %
 2. メディアスクラムの状態だと感じたので，
  少し引いて控えめに取材した ‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.0
 3. 自社，個人あるいは各社の判断で取材を止めた ‥ 21.6
 4. 別の機会に独自取材した ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14.8
 5. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.8
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 52.3

問 21　自分が関わった取材，放送に対し，クレームを受けたこと
がありますか。自分が直接受けた場合だけでなく，視聴者対応
窓口への電話やメール，郵便などで間接的にクレームを受けた
ケースを含めて以下の選択肢から選んで下さい。（複数回答）

 1. 取材した相手（警察や行政機関）からクレームを受けた ‥ 21.4 %
 2. 取材した相手（警察や行政機関以外）からクレームを受けた ‥ 22.2
 3. 弁護士など代理人からクレームを受けた ‥‥‥‥3.4
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.8
 5. クレームを受けた経験がない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.7
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 67.3

問 22　問21で（1）～（4）に○をした方に聞きます。クレームで指
摘された問題について，以下の選択肢から選んで下さい。（複数回答）

 1. 放送した事実関係や表現 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 50.9 %
 2. ニュースの中での扱いの大小 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 23.4
 3. 名誉，プライバシー ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 21.0
 4. 肖像権 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10.8
 5. 取材の仕方 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23.4
 6. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.2
 7. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 39.5

                           （100%=223 人）

問 23　問 21で（1）～（4）に○をした方は，差し支えなけれ
ば代表的な例や特筆すべきケースを書いて下さい。（自由回答）

問 24　取材する際のツールが 10年前と比べて大きく様変わ
りしています。携帯電話での取材先とのメール取材につい
て 1つだけ選んで下さい。

 1. いつもメールで取材している ‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.5 %
 2. 時々メールで取材している ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 36.1
 3. 「ここぞ」というときのみ使っている ‥‥‥‥ 10.9 
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.3
 5. 使っていない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 46.3
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.0 

問 25　問 24 で（1）（2）（3）と答えた方に聞きます。取材
源の秘匿のために策を講じていますか。（複数回答）

 1. 携帯電話に自分専用の「暗証番号」を設定している ‥5.5 %
 2. 名前をすべて暗号にしている ‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.2
 3. 別の手帳にメールアドレスを書き込んでいて，
  取材のたびに打ち込んでいる ‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.6
 4. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.1
 5. 特に策を講じていない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.3
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 91.8 

                         （100%=330 人）

問 26　仕事以外の日常でもバッグにデジタルビデオカメラを
持っていますか。

 1. 持っている ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.6 %
 2. 持っていない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 60.1
 3. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.3 

問 27　携帯電話で撮影した映像や写真を伝送できますか。
 1. できる ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 87.7 %
 2. できない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11.7
 3. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.6

問 28　携帯メールやデジタルビデオカメラ以外に，新しいツー
ルを利用していますか。

 1. いる ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6.0 %
 2. いない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 91.8
 3. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.2

問 29　問 28で利用していると答えた方に伺います。差し支え
なければどのようなものか具体的に記して下さい。（自由回答）

問 30　現在のような記者クラブ制度について最もあなたの考
えに近いものを一つだけ選んで下さい。差し支えなければ
その理由も書いて下さい。

 1. 記者クラブ制度はメリットがあり，あった方がいい ‥ 24.1 %
 2. 記者クラブ制度はデメリットが大きいが，
  必要悪として存続するのは，やむをえない ‥‥‥9.3
 3. 記者クラブ制度はそのあり方を改革した上で残すべきだ ‥ 31.7 %
 4. 記者クラブ制度はなくすべきだ ‥‥‥‥‥‥‥‥4.7
 5. 記者クラブ制度の功罪については何とも言えない ‥ 24.7
 6. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.1
 7. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3.5
 理由（自由回答）

問 31　この 3年間に記者クラブ内などで他社から制裁を受け
たことはありますか。

 1. ある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.8 %
 2. ない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 89.6
 3. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8.7

問 32　問 31で（1）と答えた方に伺います。それはどのよう
なときで，どのように対応しましたか。（自由回答）
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問 33　この 3年間に取材先から「出入り禁止」を通告された
ことがありますか。

 1. ある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.5 %
 2. ない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 87.1
 3. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.4

問 34　問 33で（1）と答えた方に伺います。その取材先はど
こで，どういった理由で，どの期間，出入り禁止にしたの
ですか。【取材先】【理由】【期間】（自由回答）

問 35　スクープ競争は真実を追究する上で必要だと思います
か。一つだけ選んで下さい。

 1. そう思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 37.4 %
 2. まあそう思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 33.8
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16.7 
 4. あまりそうは思わない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8.2
 5. そう思わない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.8
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.0

問 36　スクープ競争は，成果の割には労力，時間，費用をか
けすぎるとおもいますか。一つだけ選んで下さい。

 1. そう思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 17.2 %
 2. まあそう思う ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23.6
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30.4
 4. あまりそうは思わない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14.5
 5. そう思わない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 12.8
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.5

問 37　「調査報道」を積極的にやっていますか。
 1. やっている ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.7 %
 2. ある程度やっている ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 20.7
 3. やりたいが，やっていない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 43.9
 4. 意識したことがない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 25.4  
 5. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.3

問 38　問 37で（1）（2）と答えた方に伺います。この3年間
にあなたが，あるいはあなたのグループが行って，放送できた，
あるいは放送できなかった「調査報道」にはどのようなもの
がありますか。できなかった場合はなぜですか。（自由回答）

問 39　問 37 で，（3）と答えた方に聞きます。その理由はな
ぜですか。（自由回答）

問 40　あなたは自分の取材活動（成果，取材過程，仕事その
ものなど）に満足していますか。

 1. 大いに満足している ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.5 %
 2. やや満足している ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23.2
 3. どちらともいえない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 46.7
 4. やや不満足である ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19.4
 5. 不満足である ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.2
 6. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.0

問 41　問 40で（1）（2）と答えた方に聞きます。それはどの
ような理由からですか。（自由回答）

問 42　問 40で（4）（5）と答えた方に聞きます。それはどの
ような理由からですか。（自由回答）

問 43　あなたは現在の報道を一層充実させるためには，どの
ようなことが必要だと思いますか。当てはまるものに最大
限 3つまで○をつけて下さい。（複数回答）

 1. 記者教育の充実 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 32.2 %
 2. 現場の記者の発想や判断を尊重する ‥‥‥‥‥‥ 32.2

 3. 記者，カメラマンの増員 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 52.0
 4. 外部からの報道介入排除 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11.0
 5. 取材機材などの充実 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 18.8
 6. 報道局と地方局の連携強化 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22.9 
 7. デスクの権限強化 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.0
 8. デスクの能力向上 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19.8
 9. 海外取材体制の強化 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥2.6
 10. 優れた人材の採用 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19.7
 11. ゆとりの確保 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 32.0
 12. その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.8
 13. 無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.0

アンケート調査回答者の属性別の構成

☆性別  
  男 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 85.6 %
  女 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10.0    
  無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.4

☆年代
  20 代 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 31.9
  30 代 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 42.6
  40 代 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 12.9
  50 代 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.8
  60 代 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1.3
  70 代 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥0.3
  無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6.2

☆記者，カメラマン歴
  5 年未満 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22.3
  10 年未満 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 19.5
  15 年未満 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 18.4
  20 年未満 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10.9
  20 年以上 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10.0
  無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 18.9

☆ 勤務地
  東京 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13.4
  札幌管内 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥8.4
  仙台管内 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥9.0
  首都圏管内 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13.2
  名古屋管内 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 12.2
  大阪管内 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10.3
  広島管内 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.2
  松山管内 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.7
  福岡管内 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 11.0
  無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10.7 

☆ 職種
  記者 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 56.5
  カメラマン ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38.2
  無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5.3

☆ 報道以外のセクションを経験したことがありますか
  ある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4.8
  ない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 86.2
  無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥9.0

☆ 大学などでジャーナリズムに関する専門教育を受けたことが
ありますか
  ある ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7.0
  ない ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 86.3
  無回答 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥6.6
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ことば
言葉
コトバ

日本国中で「ことば生活習慣病」がまん

延している。「うざい」「死ね」「ぶっ

殺す」など，人間関係を切り裂く激しいこ

とばがメディアで日常的に流され，私たち

も日々の会話の中でためらいもなく口にして

いる。「キレる少年たち」だけでなく，とが

めるはずの中高年者が「モンスターペアレ

ンツ」や「暴走老人（藤原智美氏）」であれ

ば，日本社会全体が自らをことばで破壊する

「生活習慣病」にかかっている状況だ。いま

罵
ば り

詈雑言の自己増殖と先鋭化を防がないと，

社会的な負の連鎖は食い止められない。

そこで「食育」にヒントを得て，【話
わ

育
いく

】を

進めるというのはどうだろう。

平成17年に食育基本法が制定されて，「食

育」は，“健全な心身を培い豊かな人間性を

はぐくむ運動”（内閣府）として推進されて

いる。「話育」をこの「食育」になぞらえてい

えば，切り裂きことばや表現は「偏食」なら

ぬ「偏語」，特定のメディアだけから得られ

る情報だけで太っていくのは「偏情報肥満」

だろう。それを生きた他者との交流のない

生活の中で自己増殖・先鋭化させて優しい

気持ちやことばを葬り去り，やがて自分の

ことばを正当化する凶器（刃物や銃）を求め

るようになる。実に危うい。

「話育」とは，ことばやコミュニケーショ

ンの観点から勝手に生み出した造語で「会話

教育」のことだ。といっても，話し方のノウ

「ことば生活習慣病」に「話育」を！
　　　　　　　　　　　　　　　　　      メディア研究部（放送用語）　田中浩史　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

ハウや敬語の使い方を教えるのではない。「会

話」とは，日常生活で意思の疎通を図ったり

用を足したりするための話のやりとり（『新明

解』三省堂），「話す」とは，自分が有するまと

まりのある情報を聞き手に伝えるため，こと

ばを使って表出する行為（『類語大辞典』講談

社）だ。自己主張のための単なる道具として

ではなく，「会話する」ことや「話す」ことの

真の能力を社会全体で醸成したいと願う。

では，どのように実践するのか。①家庭で

のことば生活習慣病の予防②学校や教育機

関での話育実践③地域の話育運動④伝統的

な日本語の見直しと継承⑤ことばの安全性と

危険性に関する調査研究と国際交流…など実

践方法はさまざまだろう。またこの「話育」を

進める際は，「肉声」（人の声）で実践するべ

きだ。文字や人工音声と違って「人の声」には，

①「熱」があり話し手の熱意が伝わる②「声の

芯
しん

」があり真意が伝わる③「色」があって人の

情が伝わる④「力」があり人を動かせる，とい

う特徴があると私は考えている。この「話育」

の実践過程で，人間関係の構築のしかたも必

然的に学べるのではないかと思う。

『話育』…日本語には，新しい事物・概念

を表わすために，既知の単語や造語成分を組

み合わせて新しい複合語を作れる機能があっ

てとても有り難い。が，それにしても「こと

ばの生活習慣病」は何とかしないと社会の命

取りになる。不安な春だ。   （たなか ひろふみ）


